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令和 4 年 3 月浜田市議会定例会議 会派代表質問 通告一覧 

 

令和 4 年 2 月 25 日（金） 

 

１ 山水海 １０番 串 﨑 利 行 

 １ コロナ対応について 

 ２ 「若者対策」について 

 ３ 協働のまちづくりについて 

 ４ 水産業の振興について 

 ５ 農林業の振興について 

 ６ 商工業の振興について 

 ７ 高齢者福祉の充実について 

 ８ カーボンニュートラル、脱炭素社会の推進について 

 ９ 公共交通の充実について 

１０ 地域情報化の推進について 

１１ 災害に強いまちづくりについて 

１２ 教育方針について  

 

 

２ 超党みらい １４番 布 施 賢 司 

 １ 新型コロナウイルス感染症関連の浜田市支援策について 

 ２ 持続可能な水産業の振興について 

 ３ 農林業の振興について 

 ４ 商工業の振興について 

 ５ 浜田漁港周辺の活性化について 

 ６ 観光・交流の推進について 

 ７ 企業誘致と雇用の確保について 

 ８ 「応援企業認定制度」の内容について 

 ９ ヤングケアラー支援の取組について 

１０ 独居の高齢者支援について 

１１ 認知症対策について 

１２ 健康づくりの推進について 

１３ 通院等でホテル利用の場合の助成制度について 

１４ 市職員のメンタル健康管理と働き方改革について 

１５ 学校教育の充実について 

１６ 歴史・文化の伝承と創造について（施政方針） 

１７ 排出ゼロへ、地域から進める脱炭素社会の推進について 

１８ 公共交通の充実について 

１９ 浜田駅周辺整備について 

２０ 防災訓練の市民参加について 

２１ 米軍機飛行訓練中止を求める取組について 

２２ ジェンダーの問題について 

２３ 中山間地域対策について 

２４ 学力育成対策について 
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２５ 教職員の働き方改革の一環について 

２６ 歴史・文化の伝承と創造について（教育方針） 

２７ 生涯スポーツの振興について 

 

 

３ 創風会 ８番 川 上 幾 雄 

 １ 新型コロナウイルス感染症対応について 

 （１）今後、コロナ感染症対策として加えるべき施策について 

 （２）コロナ渦中の学校（生徒、先生）に必要な対応策について 

 ２ 若者対策について 

 （１）「出会い・結婚・出産・子育て」をトータルで応援する事業につい

て 

 （２）新たな若者対策について 

 （３）子ども医療費の完全無償化について 

 （４）これまでの若者対策の評価について 

 ３ 協働のまちづくりの推進について 

 （１）地区まちづくり推進委員会設立への支援について 

 （２）地区まちづくりセンターの拠点整備について 

 ４ 各種施策について 

 （１）陸上養殖について 

 （２）BUY 浜田運動について 

 （３）地元就職、UI ターン者の定住について 

 （４）安心して育てる観点で必要な施策について 

 （５）医療体制の充実について 

 （６）学校に及ぼす働き方改革について 

 （７）ふるさと郷育の推進について 

 （８）学びの環境整備（トイレ）について 

 （９）GIGA スクール構想の環境整備、指導体制について 

 （１０）「歴史文化保存展示施設」の遊休施設利用について 

 （１１）海岸線の自然豊かな環境を乱す漂着物について 

 （１２）君市踏切、廃業で発生する商業施設について 

 （１３）危険空き家対策等への支援について 

 （１４）「行財政改革実施計画」と「公共施設再配置実施計画」の整合性

について 

 （１５）行財政改革の取組について 

 

 

４ 公明クラブ １８番 佐々木 豊治 

 １ 協働のまちづくりの推進について 

 （１）あいのりタクシー事業について 

 （２）自治会輸送について 

 （３）協働のまちづくり推進計画策定について 

 （４）石見まちづくりセンター（仮称）長沢サブセンターについて 

 ２ 行財政改革について 
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 （１）事務事業評価の取組について 

 （２）浜田市ホームページの改善について 

 ３ 市民生活を守る取組について 

 （１）河川の浚渫により災害から守る取組について 

 （２）有害鳥獣対策について 

 （３）医療体制の充実について 

 （４）地域情報化の推進について 

 ４ コロナ禍での今後の対応について 

 （１）経済支援について 

 （２）小学校休業等対応助成金の活用について 

 （３）頑張っている子どもたちへの激励について 

 ５ 教育行政について 

 （１）不登校に至った子どもの居場所づくりについて 

 （２）教育の ICT 化推進について 

 （３）少子化を見据えた対応について 

 


